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１．本論文の視座 
保険契約は附合契約性を有するが故に、契約当事者としては、保険および法律の専門的
知識を有する保険者が圧倒的に優位な立場にある反面、保険契約者は劣等的な立場に置か
れている。こうしたアンバランスに鑑み、保険契約者の保護という要請が生じてくる。一
方、保険契約者は保険という商品の購入者であるという側面に着目すると、コンシューマ
リズムが浸透した現代社会において、保険契約者は消費者としても保護されなければなら
ないことになる。このように、保険契約者は、附合契約性の見地からも消費者保護法的見
地からも保護される必要が生じるが、本論文では、単に契約者保護に限定せず、より広範
な概念として消費者保護を捉え、その射程を保険契約者のみならず被保険者や保険金受取
人等の保険契約者サイドの者にも拡大して検討を試みている。 
本論文は、消費者保護を視座に据えて、保険契約の成立から終了までの各段階における
重要問題につき、比較法的手法を用いて立法論と解釈論を展開するとともに、保険実務の
あり方について提言を行うものである。比較法の対象としては、フランス法とベルギー法
を取り上げている。というのも、両国では、保険契約法の領域において、早くから消費者
保護を実現し、これを強化し続けているからである。 
 
２．本論文の全体的構成と第 1 章の概要 
本論文は、4 章構成を採用する。第 1 章のテーマは、「保険契約法の現代化と消費者保
護法制」であり、主として立法論を展開している。消費者保護こそが保険契約法の現代化
の基軸であるとの認識に立って、保険契約法全体について考察している。とくに、フラン
スとベルギーにおける保険契約法の現代化（前者は 1989 年法、後者は 1992 年法）の内容
を詳しく紹介・分析した。 
保険契約は、申し込みと承諾によって成立する諾成契約であるが、申し込みの前提とし
て、保険契約内容についての正しい理解が不可欠である。そのような見地から、情報提供
義務について、まず論じた。そして附合契約性に伴う弊害ともいえる曖昧条項ならびに不
明確かつ無限定な条項の規制、さらには不当条項規制の問題についても、フランスの保険
法典と消費者法典の内容を紹介しつつ検討した。わが国についていえば、明治商法という
19 世紀の古典的立法が今なお保険契約関係を規律している。このような状況下にあって、
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実質的な不当条項規制は判例を通じて行われてきている。そこで、その評価と限界につい
ても論究した。 
このように第 1 章の中心テーマは、情報提供義務と約款規制という保険契約の前提に関
するものである。本論文においては、第 1 章が総論的役割を、第 2 章以下が各論的役割を
担っている。 
保険契約の申込みを受けた保険者は危険選択を行うが、その際には危険測定上の重要事
実について調査しなければならない｡また、保険事故が発生した場合には、迅速に事故内容
を調査しなければならない｡そのために、保険契約法上、保険契約者等には、告知・通知義
務が課されているが、第 2 章では、かかる義務に関して立法論的・解釈論的検討を加えた。 
他方、保険契約は保険事故が発生し、保険金が支払われて終了するのが通例であるが、
それが保険契約者等の故意によるものであれば、保険者は保険金の支払義務を免れること
になるが（故意免責）、故意免責の適用をめぐっては、保険契約者側と保険者側の利害が
鋭く対立することが少なくない。そこで、第 3 章では、故意免責の意義と範囲について詳
細に検討を加えた。なお、故意に事故を招致することによって保険事故の偶然性という要
素が失われることになる。そこで保険事故の偶然性と故意の関係が、とくに立証責任の局
面で問題となる。第 4 章では、この問題について傷害保険と損害保険を中心に検討を加え
た。 
 
３．第 2 章の概要 
本章では、告知義務制度と通知義務制度を取り上げた。告知義務制度については、回答
義務制度を採用したフランス法の立場が優れているが、通知義務制度（事故発生通知義務）
については、通知義務違反によって保険者に損害が生じたことが立証された場合には全部
免責されるというオールオアナッシング主義のフランス法よりも、かかる損害額を支払保
険金額から控除するという減額主義を採用するベルギー法の方が優れていることを明らか
にした。なお、悪意によらない告知義務違反の効果としてフランス法は古くから（1930
年法の段階から）、プロラタ主義（比例減額払い）を採用しているが、後発のベルギー法
の方が、より洗練された規定の仕方を採用している。告知義務制度では、さらにフランス・
ベルギー両国で行われている遺伝子情報規制についても詳細に紹介した。わが国では、こ
の問題は今のところは顕在化していないが、将来的に検討すべき重要課題といえる。 
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４．第 3 章の概要 
本章では、故意免責条項の解釈について検討した。まず、①故意免責の厳格解釈法理（原
因行為について故意があるだけでなく、結果の発生についても故意がなければ免責を主張
することができないという法理）についてフランスの判例・学説を紹介・分析し、次いで、
②故意と射倖契約の偶然性の関係、③被保険者以外の第三者による保険事故招致の問題を
検討した。最後に、④自殺免責条項に関するフランスとベルギーの立法動向を詳細に検討
するとともに、かつて 1 年であった免責期間を 2 年ないし 3 年に延長するわが国の保険実
務を自殺者の遺族保護の見地から批判し、法規制の必要性を説いた。とくに、①、③は、
わが国の保険法学界でなお理論的決着をみていない重要問題である。 
 
５．第 4 章の概要 
本章では、保険事故の偶然性と故意免責の立証責任について、近時のわが国の有力説に
批判的な立場から検討を加えた。この問題は当初、傷害保険の保険事故の要件との関係で
議論されていたが、最高裁平成 13 年 4 月 20 日判決が傷害保険の保険事故の要件の一つで
ある偶然性（事故の偶発性）は保険金請求者が立証すべきものであり、故意免責条項は単
なる確認的規定に過ぎないと判示して以来、同様の論理を損害保険一般にも適用すべきで
あるとの主張が有力説によってなされるようになり、多くの下級審裁判例がこれを採用す
るに至った。 
故意免責の立証責任に関する問題はフランスでも早くから論じられ、多数の判決例が集
積している。本章では、まず、傷害保険に関するフランスの判例・学説を紹介・分析し、
わが国の判例・学説との比較検討を行った。次いで、損害保険一般における立証責任の問
題を、フランスとベルギーの判例・学説を参照しつつ仔細に検討した。私見は、伝統的な
通説の立場、すなわち、損害保険における偶然性は保険契約締結時からみた事故の不確定
性をいうのであって、意思に基づかないという意味での事故の偶発性をいうのではないと
の立場に立っているが、火災保険ならびにテナント総合保険・車両保険等のオールリスク
保険についても、かかる見解が妥当であることを論証した。 
ちなみに、本論文脱稿後に登場した最高裁平成 19 年 4 月 17 日判決・同 4 月 23 日判決
は、車両保険における盗難の立証責任について判断しているが、保険金請求者は盗難とい
う外形的事実を立証すれば十分であり、事故の偶発性すなわち偽装盗難でないことを立証
する必要はないという立場を明確にした。これは、本論文で展開した私見と同様の見解を
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採用しているものと思われる。 
 
６．まとめ 
以上のとおり、本論文では、消費者保護の視点から立法論・解釈論を展開している。と
ころで、保険契約は射倖契約性を有するが故に、保険金の不正請求のようなモラルリスク
が生じることが少なくない。モラルリスクの防止はもちろん大切であるが、そのために本
来あるべき法解釈や約款解釈が歪められてはならないであろう。たしかに立証責任の問題
は微妙であり、私見に従えば、悪質な加入者の不正請求がより容易になるのではないかと
の批判も考えられないわけではない。しかし、具体的かつ妥当な紛争解決のためには、保
険会社のより厳密な立証活動が求められるし、そうした保険会社の努力に対する裁判所の
適確な判断（司法的救済）が求められるのである。 
なお、本論文では各章の冒頭に総説を設け、各章で検討すべき論点を明らかにしている。
また、たとえば、本論文では保険契約の現代化と告知義務制度改革というように内容が連
関している部分が少なくないので、脚注を通じて相互に参照できるように工夫している。
ちなみに、脚注においては、フランス保険法の専門用語についても適宜解説を加えている。 
 
